
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人山形大学の役職員の報酬・給与等について（令和６年度）

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②  令和６年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和６年度における改定内容

　　　山形大学の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するにあたって，他の国立
　　大学法人，国家公務員，類似事業を実施している民間法人や独立行政法人等のほか，国・地方公
　　共団体が運営する教育・研究機関のうち，常勤職員数（当該法人約2,000人）や教育・研究事業で
　　比較的同等と認められる，以下の法人等を参考とした。

　　(1) 国立大学法人山口大学･･･当該法人は，同じ国立大学法人として教育・研究事業を実施してい
　 　る（常勤職員数約2,000人）。公表資料によれば，令和3年度の長の年間報酬額は17,297千円で
   　あり，公表対象年度の役員報酬規程に記載された本俸額等を勘案すると，17,648千円と推定され
   　る。
   　同様の考え方により，理事については10,893千円～15,351千円，監事（常勤）については11,251
   　千円～12,103千円と推定される。
　　(2) 事務次官年間報酬額･･･23,235千円
　　(3) 人数規模が同規模である民間企業の役員報酬…36,138千円

　　　役員報酬への業績反映の状況については， 本学が定める役員に支給する期末手当（賞与）にお
　　いて，国立大学法人評価委員会が行う業績評価の結果及びその役員の業績を勘案し，経営協議会
　　の議を経て，期末手当の額の100分の10の範囲内でこれを増額し，又は減額することができることと
　　している。

　　　　　　　役員報酬支給基準は，月額及び期末手当から構成されている。月額について
　　　　　　 は，国立大学法人山形大学役員給与規程に則り，本給（1,038,000円）に通勤手
              当（該当なし）及び寒冷地手当（19,000円（１１月から翌年３月までの間））を加算
              して算出している。期末手当についても，国立大学法人山形大学役員給与規程
              に則り，期末手当基準額（本給＋本給×１００分の４５）に６月に支給する場合にお
              いては１００分の１７２．５，１２月に支給する場合においては１００分の１７２．５を乗じ，
　　　　　 　さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の区分に応じた
　　　　　 　支給割合を乗じて得た額としている。なお，期末手当においては，国立大学法人
　　　　　 　評価委員会が行う業績評価の結果及びその役員の業績を勘案し，経営協議会の
              議を経て，期末手当の額の１００分の１０の範囲内でこれを増額し，又は減額するこ
              とができることとしている。
　              なお，令和６年度においては，令和６年度の国家公務員の給与改定内容（賞与
　　　　　　支給月数の引き上げ）を踏まえた給与改定を実施した。

　　　　　　　役員報酬支給基準は，月額及び期末手当から構成されている。月額について
              は，国立大学法人山形大学役員給与規程に則り，本給（716,000円～ 829,000
              円）に通勤手当（2,000円）及び寒冷地手当（17,100円～19,000円（１１月から翌
　　　　　　年３月までの間））を加算して算出している。期末手当についても，国立大学法人
　　　　　　山形大学役員給与規程に則り，期末手当基準額（本給＋本給×１００分の４５）に
　　　　　　６月に支給する場合においては１００分の１７２.５，１２月に支給する場合において
　　　　　　は１００分の１７２．５を乗じ，さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の
　　　　　　在職期間の区分に応じた支給割合を乗じて得た額としている。なお，期末手当に
　　　　　　おいては，国立大学法人評価委員会が行う業績評価の結果及びその役員の業
　　　　　　績を勘案し，経営協議会の議を経て，期末手当の額の１００分の１０の範囲内でこ
　　　　　　れを増額し，又は減額することができることとしている。
　             なお，令和６年度においては，令和６年度の国家公務員の給与改定内容（賞与
　　　　　　支給月数の引き上げ）を踏まえた給与改定を実施した。



理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

　　　　　　　　役員報酬支給基準は，月額で構成されている。月額については，国立大学
              法人山形大学役員給与規程に則り，非常勤役員手当（325,000円）としている。
　　　　　　　　なお，令和６年度での改定はない。

　　　　　　　役員報酬支給基準は，月額及び期末手当から構成されている。月額について
              は，国立大学法人山形大学役員給与規程に則り，本給（716,000円～ 829,000
              円）に通勤手当（2,000円）及び寒冷地手当（17,100円～19,000円（１１月から翌
　　　　　　年３月までの間））を加算して算出している。期末手当についても，国立大学法人
　　　　　　山形大学役員給与規程に則り，期末手当基準額（本給＋本給×１００分の４５）に
　　　　　　６月に支給する場合においては１００分の１７２.５，１２月に支給する場合において
　　　　　　は１００分の１７２．５を乗じ，さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の
　　　　　　在職期間の区分に応じた支給割合を乗じて得た額としている。なお，期末手当に
　　　　　　おいては，国立大学法人評価委員会が行う業績評価の結果及びその役員の業
　　　　　　績を勘案し，経営協議会の議を経て，期末手当の額の１００分の１０の範囲内でこ
　　　　　　れを増額し，又は減額することができることとしている。
　             なお，令和６年度においては，令和６年度の国家公務員の給与改定内容（賞与
　　　　　　支給月数の引き上げ）を踏まえた給与改定を実施した。

　　　　　　　　役員報酬支給基準は，月額で構成されている。月額については，国立大学
            　 法人山形大学役員給与規程に則り，非常勤役員手当（300,000円）としている。
　              なお，令和６年度での改定はない。



２　役員の報酬等の支給状況
令和６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,930 12,500 5,220 93 （寒冷地手当） ※

千円 千円 千円 千円

14,190 9,876 4,124 93 （寒冷地手当） ※

千円 千円 千円 千円

14,214 9,876 4,124
24
93

（通勤手当）
（寒冷地手当） ※

千円 千円 千円 千円

14,190 9,876 4,124 93 （寒冷地手当） ※

千円 千円 千円 千円

12,268 8,528 3,562 93 （寒冷地手当） R6.4.1 ◇

千円 千円 千円 千円

3,900 3,900 0 0
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

3,900 3,900 0 0
（　　　　）

R6.4.1

千円 千円 千円 千円

4,772 3,190 1,572 10 （通勤手当） R6.8.31

千円 千円 千円 千円

5,592 4,494 982 93 （寒冷地手当） R6.9.1

千円 千円 千円 千円

3,600 3,600 0 0
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　 　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

C監事
（非常勤）

A監事

B監事

前職

C理事

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

法人の長

A理事

B理事

F理事
（非常勤）

D理事

E理事
（非常勤）



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　　　　　　　　山形大学は，「自然と人間の共生」をテーマとして，学生教育を中心と
              する大学創り・豊かな人間性と高い専門性の育成・「知」の創造・地域創生
              及び国際社会との連携・不断の自己改革の5つの基本理念に立脚して，
              健全な批判精神に裏付けされた幅広い教養を基に豊かな人間性を育み，
              基礎学力と高い専門的知識を備え，課題発見・解決能力に優れた人材を
              育成することを使命とし，将来構想の何よりも学生を大切にし，教育を重視
              するキラリと光る存在感のある大学として発展していけるように，教養教育
              を基盤とした人材育成・修学支援・基礎的及び先進的研究の推進・地域
              における文化拠点の形成・魅力ある教育環境づくり・実効性のある大学経
              営等の取り組みを学長のリーダーシップの下で推進している。
　               そうした中で，山形大学の学長は，職員数約2,000名の6学部及び附
              属病院を有する総合大学の国立大学法人を代表として，その業務を総理
              るとともに，校務を司り，所属職員を統督して，経営責任者と教学責任者
              の職務を同時に担っている。
　               学長の年間報酬額は，人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
              36,138千円と比較した場合，それ以下であり，また，事務次官の年間給与
              額23,235千円と比べてもそれ以下となっている。
 　              山形大学では，学長の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職
              俸給表の俸給月額等を踏まえて決定しているが，学長の職務内容の特性
              は上記のとおり法人化移行前と同等以上であると言え，これまでの各年度
              における業績評価の結果を勘案したものとしている。
　               こうした職務内容の特性や民間企業の役員の年間報酬及び事務次官
              の年間給与との比較を踏まえると，給与水準は妥当であると考えられる。

　　　　　　　　山形大学は，「自然と人間の共生」をテーマとして，学生教育を中心と
              する大学創り・豊かな人間性と高い専門性の育成・「知」の創造・地域創生
              及び国際社会との連携・不断の自己改革の5つの基本理念に立脚して，
              健全な批判精神に裏付けされた幅広い教養を基に豊かな人間性を育み，
              基礎学力と高い専門的知識を備え，課題発見・解決能力に優れた人材を
              育成することを使命とし，将来構想の何よりも学生を大切にし，教育を重視
              するキラリと光る存在感のある大学として発展していけるように，教養教育
              を基盤とした人材育成・修学支援・基礎的及び先進的研究の推進・地域
              における文化拠点の形成・魅力ある教育環境づくり・実効性のある大学経
              営等の取り組みを学長のリーダーシップの下で推進している。
　               そうした中で，山形大学の理事は，職員数約2,000名の法人の代表と
              して経営責任者と教学責任者の職務を同時に担っている学長を補佐し
              て，国立大学法人の業務を掌理し，学長に事故があるときはその職務を
              代理し，学長が欠員のときはその職務を行っている。
　               理事の年間報酬額は，人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
              36,138千円と比較した場合，それ以下であり，また，事務次官の年間給与
              額23,235千円と比べてもそれ以下となっている。
 　              山形大学では，理事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職
              俸給表の俸給月額等を踏まえて決定しているが，理事の職務内容の特性
              は上記のとおり法人化移行前と同等以上であると言え，これまでの各年度
              における業績評価の結果を勘案したものとしている。
　            　こうした職務内容の特性や民間企業の役員の年間報酬及び事務次官
　　　　　　の年間給与との比較を踏まえると，給与水準は妥当であると考えられる。



　理事（非常勤）

　監事
　　　　　　　山形大学は，「自然と人間の共生」をテーマとして，学生教育を中心と
             する大学創り・豊かな人間性と高い専門性の育成・「知」の創造・地域創生
             及び国際社会との連携・不断の自己改革の5つの基本理念に立脚して，
             健全な批判精神に裏付けされた幅広い教養を基に豊かな人間性を育み，
             基礎学力と高い専門的知識を備え，課題発見・解決能力に優れた人材を
             育成することを使命とし，将来構想の何よりも学生を大切にし，教育を重視
             するキラリと光る存在感のある大学として発展していけるように，教養教育を
             基盤とした人材育成・修学支援・基礎的及び先進的研究の推進・地域に
             おける文化拠点の形成・魅力ある教育環境づくり・実効性のある大学経営
             等の取り組みを学長のリーダーシップの下で推進している。
　              そうした中で，山形大学の監事は，法人の業務を監査し，役員及び職員
             に対して事務及び事業の報告を求め，又は法人の業務及び財産の状況の
             調査を行っている。
　              監事の年間報酬額は，人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
             36,138千円と比較した場合，それ以下であり，また，事務次官の年間給与
             額23,235千円と比べてもそれ以下となっている。
 　             山形大学では，監事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職
             俸給表の俸給月額等を踏まえて決定しているが，監事の職務内容の特性
             は上記のとおり法人化移行前と同等以上であると言え，これまでの各年度
             における業績評価の結果を勘案したものとしている。
　             こうした職務内容の特性や民間企業の役員の年間報酬及び事務次官
             の年間給与との比較を踏まえると，給与水準は妥当であると考えられる。

　　　　　　　　山形大学は，「自然と人間の共生」をテーマとして，学生教育を中心と
              する大学創り・豊かな人間性と高い専門性の育成・「知」の創造・地域創生
              及び国際社会との連携・不断の自己改革の5つの基本理念に立脚して，
              健全な批判精神に裏付けされた幅広い教養を基に豊かな人間性を育み，
              基礎学力と高い専門的知識を備え，課題発見・解決能力に優れた人材を
              育成することを使命とし，将来構想の何よりも学生を大切にし，教育を重視
              するキラリと光る存在感のある大学として発展していけるように，教養教育
              を基盤とした人材育成・修学支援・基礎的及び先進的研究の推進・地域
              における文化拠点の形成・魅力ある教育環境づくり・実効性のある大学経
              営等の取り組みを学長のリーダーシップの下で推進している。
　               そうした中で，山形大学の理事は，職員数約2,000名の法人の代表と
              して経営責任者と教学責任者の職務を同時に担っている学長を補佐し
              て，国立大学法人の業務を掌理し，学長に事故があるときはその職務を
              代理し，学長が欠員のときはその職務を行っている。
　               理事の年間報酬額は，人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
              36,138千円と比較した場合，それ以下であり，また，事務次官の年間給与
              額23,235千円と比べてもそれ以下となっている。
 　              山形大学では，理事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職
              俸給表の俸給月額等を踏まえて決定しているが，理事の職務内容の特性
              は上記のとおり法人化移行前と同等以上であると言え，これまでの各年度
              における業績評価の結果を勘案したものとしている。
　            　こうした職務内容の特性や民間企業の役員の年間報酬及び事務次官
　　　　　　の年間給与との比較を踏まえると，給与水準は妥当であると考えられる。



　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

４　役員の退職手当の支給状況（令和６年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

6,741 8 5 R6.3.31 1

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

　　　　　　　山形大学は，「自然と人間の共生」をテーマとして，学生教育を中心と
             する大学創り・豊かな人間性と高い専門性の育成・「知」の創造・地域創生
             及び国際社会との連携・不断の自己改革の5つの基本理念に立脚して，
             健全な批判精神に裏付けされた幅広い教養を基に豊かな人間性を育み，
             基礎学力と高い専門的知識を備え，課題発見・解決能力に優れた人材を
             育成することを使命とし，将来構想の何よりも学生を大切にし，教育を重視
             するキラリと光る存在感のある大学として発展していけるように，教養教育を
             基盤とした人材育成・修学支援・基礎的及び先進的研究の推進・地域に
             おける文化拠点の形成・魅力ある教育環境づくり・実効性のある大学経営
             等の取り組みを学長のリーダーシップの下で推進している。
　              そうした中で，山形大学の監事は，法人の業務を監査し，役員及び職員
             に対して事務及び事業の報告を求め，又は法人の業務及び財産の状況の
             調査を行っている。
　              監事の年間報酬額は，人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
             36,138千円と比較した場合，それ以下であり，また，事務次官の年間給与
             額23,235千円と比べてもそれ以下となっている。
 　             山形大学では，監事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職
             俸給表の俸給月額等を踏まえて決定しているが，監事の職務内容の特性
             は上記のとおり法人化移行前と同等以上であると言え，これまでの各年度
             における業績評価の結果を勘案したものとしている。
　             こうした職務内容の特性や民間企業の役員の年間報酬及び事務次官
             の年間給与との比較を踏まえると，給与水準は妥当であると考えられる。

　　　　　　　職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学
             法人、民間企業等との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当である
             と考える。

法人での在職期間

A監事

法人の長

理事



５　退職手当の水準の妥当性について
【法人の判断理由等】

区分

【文部科学大臣の検証結果】

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

役員の退職手当の増額・減額については、役員としての在職期間における業績を勘案し、経営協議会の議を経て、これを増額し、又は減額すること

ができるとしている。当該理事の業績評価率については、総合的に勘案して1.0としており、退職手当の水準は妥当であると判断している。A監事

法人の長 該当者なし

理事 該当者なし

判断理由

　役員報酬への業績反映の状況については，本学が定める役員に支給する期末手当（賞与）にお
いて，国立大学法人評価委員会が行う業績評価の結果及びその役員の業績を勘案し，経営協議
会の議を経て，期末手当の額の100分の10の範囲内でこれを増額し，又は減額することができること
としている。

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

　在職期間における法人及び個人の業績などを考慮すると、役員の退職手当の水準は妥当である
と考える。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容

　④　 給与制度の令和６年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　山形大学職員の給与水準を検討するにあたって，他の国立大学法人等，国家公務員の平均支給
 額を参考にした。
  (1) 国立大学法人山口大学･･･当該法人は，教育研究等において類似する国立大学法人であり，
   法人規模についても同等（常勤職員数約2,000人）となっている。
  (2) 国家公務員･･･令和６年度において，国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給与月額は
   405,378円となっており，全職員の平均給与月額は414,801円となっている。
　
     人件費管理の基本方針は，中期目標期間中の予算の年度展開を参考とし，業務運営の改善及び
  効率化を図り，経費の削減に努めることを念頭に，本学において決定された当初予算の範囲内で運
  用している。

　　本学が行う人事評価の結果に基づき，昇給・昇格・降格の実施及び勤勉手当（賞与）の増減を
　行っている。

(1)賞与・勤勉手当（査定分）･･･６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という。）にそれ
ぞれ在職する職員に対し，基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績
に応じて，支給割合を決定する。
（2）昇給･･･毎年１月１日前１年間のその者の勤務成績に応じ，４号俸（特定の幹部職
員については３号俸）を標準にして号俸数を決定し，昇給させる。
（3）昇格・降格･･･昇格については，特に勤務成績が優秀で，かつ，本学が定める必
要経験年数等を有してい る者は，上位の職務の級に決定することができる。降格に
ついては，勤務成績が不良な場合は，下位の級に決定することができる。
（4）研修・表彰・特別の場合の昇給･･･研修に参加し成績が特に良好な場合，業務成
績の向上・能率増進・発明考案等，職務上特に功績があったこと等により表彰等を受
けた場合は，その業績に応じて号俸数を決定し，昇給させる。
（5）年俸制適用職員業績給･･･業績給の額は，前年度における勤務を対象として，当
該者の業績評価に基づき決定する。

　　国立大学法人山形大学職員給与規程に則り，基本給又は年俸及び諸手当（管理職手当，
  初任給調整手当，扶養手当，地域手当，広域異動手当，住居手当，通勤手当，単身赴任手
  当，衛生管理手当，産業医手当，役員業務補佐手当，，クロスアポイントメント手当，競争的
　研究費特別手当，放射線取扱主任者手当，高所作業手当，爆発物取扱等作業手当，
　航空手当，種雄牛馬取扱手当，　死体処理手当，防疫等作業手当，放射線取扱手当，異常
　圧力内作業手当，山上等作業手当，夜間看護等手当，入試手当，免許状更新講習手当，
　教員特殊業務手当，教育実習等指導手当，多学年学級担当手当，教育業務連絡指導手当，
　極地観測手当，特地勤務手当，義務教育等教員特別手当，フレックスコース担当手当，超
　過勤務手当，休日手当，夜勤手当，宿日直手当，診療従事教員等特別手当，オンコール手
　当，時間外救急診療従事手当，緊急時診療従事調整手当，診療従事特別調整手当，特殊
　面談手当，看護職員教育指導手当，分娩リスク手当，セカンドオピニオン手当，人間ドック業
　務従事手当，看護職員調整手当，継続勤務手当，新型コロナウイルス感染症対応手当，期
　末手当，勤勉手当及び寒冷地手当と している。
　   期末手当については，期末手当基礎額（基本給及び扶養手当の月額並びにこれらに対す
  る地域手当及び広域異動手当の月額の合計額)に，６月に支給する場合においては１００分の
  １２５．０，１２月に支給する場合においては１００分の１２５．０を乗じ，さらに基準日以前６箇月以
  内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
　   勤勉手当については、勤勉手当基礎額（基本給の月額並びにこれに対する地域手当及び
  広域異動手当の合計額）に給与規程に定める基準に従って定める割合を乗じて得た額として
  いる。
   　なお，令和６年度は，令和６年度の国家公務員の給与改定を踏まえ，①期末手当の支給
　月数の引上げ②基本給月額の引上げ，③基本給の調整額の引上げ（基本給月額の引上げ
　に伴い，調整基本額の一部を引上げ），　④勤勉手当の支給月数の引上げを実施した。

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1456 43.6 6,888 5,015 57 1,873
人 歳 千円 千円 千円 千円

327 42.1 6,022 4,411 76 1,611
人 歳 千円 千円 千円 千円

505 52.3 9,014 6,462 61 2,552
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

428 36.3 5,477 4,066 41 1,411
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 44.5 5,244 3,883 45 1,361
人 歳 千円 千円 千円 千円

20 39.1 7,223 5,316 52 1,907
人 歳 千円 千円 千円 千円

38 40.6 6,879 5,058 77 1,821
人 歳 千円 千円 千円 千円

131 38.8 5,482 4,032 44 1,450
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 50.5 5,858 4,296 25 1,562

人 歳 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －

任期付職員

個別契約任期付教員
（賞与有）

個別契約任期付職員
（賞与有）

区分

医療職種
（病院医療技術職員）

その他医療職種
（看護師）

うち賞与総額 うち所定内平均年齢

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医師）

常勤職員

教育職種
（附属義務教育学校教

員）

技能・労務職種

教育職種
（附属高校教員）

令和６年度の年間給与額（平均）
人員

事務・技術

教育職種
（大学教員）



人 歳 千円 千円 千円 千円

61 44.9 3,286 2,635 38 651
人 歳 千円 千円 千円 千円

37 45.4 2,692 2,039 41 653
人 歳 千円 千円 千円 千円

15 48.9 4,148 3,451 42 697
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 27.1 3,816 3,816 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 48.3 4,886 3,607 44 1,279
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再雇用職員を除く。

注２：「技能・労務職種」とは，守衛，自動車運転手，用務員等の業務を行う職種を示す。
注３：「教育職種（附属高校教員）」とは，附属特別支援学校教員を示す。
注４：「教育職種（附属義務教育学校教員）」には，附属幼稚園教員を含む。
注５：「医療職種（病院医療技術職員）」とは，薬剤師，レントゲン技師，検査技師，栄養士等の業務を行う職種を示す。
注６：「その他医療職種（看護師）」とは，病院以外に勤務する看護師を示す。
注７：「非常勤職員」とは，国家公務員の非常勤職員相当の職員で，１年の任期を付して雇用された職員を示す。
注８：任期付職員「個別契約任期付職員(賞与有）」，非常勤職員「医療職種（病院医療技術職員）」については，
　　該当者が２人以下のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，区分以外は記載せず，
　　任期付職員及び非常勤職員全体の数値からも除外している。
注９：在外職員及び再雇用職員の区分については，該当者がいないため表を省略した。

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

140 41.4 7,949 5,745 51 2,204
人 歳 千円 千円 千円 千円

140 41.4 7,949 5,745 51 2,204

人 歳 千円 千円 千円 千円

114 36.8 4,268 4,268 35 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

13 48 4,253 4,253 76 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 49.9 7,190 7,190 154 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

91 34.5 4,073 4,073 20 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 26.2 3,445 3,445 24 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医療技術職員）

技能・労務職種

常勤職員

教育職種
（大学教員）

任期付職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

［年俸制適用者］

区分 人員 平均年齢
令和５年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与

その他医療職種
（看護師）

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医療技術職員）

医療職種
（病院医師）

技能・労務職種



人 歳 千円 千円 千円 千円

41 63.2 3,598 3,022 83 576
人 歳 千円 千円 千円 千円

28 63.3 3,494 2,934 89 560
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

10 62.6 3,957 3,329 68 628
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 63.8 3,366 2,817 71 549
人 歳 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －
人 歳 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －

人 歳 千円 千円 千円 千円

27 55.9 3,825 3,716 23 109
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 56.9 3,795 3,795 32 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 56 2,310 2,310 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 61.1 5,381 5,381 14 0

注１：任期付職員「医療職種（病院看護師）」,再雇用職員「技能・労務職種」及び「その他医療職種（看護師）」については
　　該当者が２人以下のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，区分以外は記載せず，
　　任期付職員全体の数値からも除外している。
注２：在外職員の区分については，該当者がいないため表を省略した。

産学連携教授

技能・労務職種

その他医療職種
（看護師）

非常勤職員

教育職種
（大学教員）

特任教授

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医療技術職員）

再雇用職員



② 年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再雇用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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注１：①の年間給与額から通勤手当等を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注２：年俸制適用者を含む。以下、④まで同じ。
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

該当者なし
人 歳 千円

8 56.4 9,600
人 歳 千円

71 50.5 7,434
人 歳 千円

23 51.8 6,878
人 歳 千円

63 43.0 5,890
人 歳 千円

120 37.9 5,235
人 歳 千円

42 30.3 4,337

注１：「課長」には，課長相当職である「上席専門員」及び「副課長」を含む。

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

238 56.5 10,057
人 歳 千円

146 50.3 8,458
人 歳 千円

32 48.1 8,426
人 歳 千円

82 46.0 7,099
人 歳 千円

3 47.8 6,331
人 歳 千円

4 45.8 5,549

注：助手の該当者は３人，教務職員の該当者は４人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれの
　　あることから，年間給与額の最高額及び最低額については記載していない。

（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

1 － －
人 歳 千円

5 56.1 7,967
人 歳 千円

22 49.0 7,093
人 歳 千円

47 45.5 6,222
人 歳 千円

353 33.9 5,182

注：看護部長の該当者は１人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，平均年齢及び
　　年間給与額については記載していない。

看護師
千円

6,890～4,312

看護師長
千円

7,594～6,333

副看護師長
千円

7,014～5,389

看護部長
千円

－

副看護部長
千円

8,082～7,926

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

助手
千円

-

教務職員
千円

-

講師
千円

9,684～6,687

助教
千円

8,226～5,872

教授
千円

13,781～7,944

准教授
千円

10,455～7,156

係員
千円

5,345～3,762

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

係長
千円

6,749～5,008

主任
千円

6,695～4,046

課長
千円

9,430～5,669

課長補佐
千円

8,174～5,790

部長
千円

11,446～8,425

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

局長
千円



④

事務・技術職員
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

53.2 53.0 53.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

46.8 47.0 46.9

％ ％ ％

         最高～最低 63.9～42.7 64.0～41.9 61.2～43.0

％ ％ ％

54.2 54.0 54.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

45.8 46.0 45.9

％ ％ ％

         最高～最低 57.1～41.0 57.1～41.3 52.0～41.1

教育職員（大学教員）
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

51.3 50.9 51.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

48.7 49.1 48.9

％ ％ ％

         最高～最低 64.5～42.8 63.4～43.0 59.5～42.9

％ ％ ％

54.2 54.0 54.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

45.8 46.0 45.9

％ ％ ％

         最高～最低 57.1～40.6 57.1～32.0 57.0～41.7

医療職員（病院看護師）
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

51.7 50.8 51.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

48.3 49.2 48.7

％ ％ ％

         最高～最低 49.3～43.9 49.3～48.6 49.3～46.4

％ ％ ％

53.8 53.6 53.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

46.2 46.4 46.3

％ ％ ％

         最高～最低 57.1～41.6 57.1～42.0 57.1～41.9

賞与（令和６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員
項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　８５．７
・年齢・地域勘案　　　　　　　 ９５．７
・年齢・学歴勘案　　　　　　　 ８５．１
・年齢・地域・学歴勘案　　　  ９５．１
（参考）対他法人　　　　　　　 ９９．７

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　給与水準の妥当性の
　検証

（法人の検証結果）
【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　25.6％】
（国からの財政支出額　　11,826百万円
　支出予算の総額　　46,211百万円（令和６年度予算）
【累積欠損額　　0円（令和５年度決算）】
【管理職の割合　24.2％（常勤職員名327中79名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　78.0％（常勤職員327名中255名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　42.4％】
（支出総額　46,529,814千円，
給与・報酬等支給総額　19,750,193千円：令和５年度決算）

【検証結果】
　対国家公務員（行政職（一））との給与水準（年額）の比較指標は100以下
であり，国からの財政支出額が100億円以上であるが，累積欠損額は０円で
ある。また，大卒以上の高学歴者の割合は全体の半数以上を占めている
が，管理職の割合は25％程度であり，支出総額に占める給与・報酬等支給
総額の割合も50％未満となっていることから，給与水準は適正なものとなっ
ていると考える。
（文部科学大臣の検証結果）
　法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業
員の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、
国家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性につ
いて、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関
する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
　当該法人は、国家公務員の給与及び他の国立大学法人の給与等を総合
的に勘案したうえで、職員の給与水準を設定しており、法人における給与水
準の妥当性の検証結果から、適切な対応が執られていると考える。引き続
き、適切な給与水準の設定に努めていただきたい。

講ずる措置
　引き続き適切であるよう努めたい。



○医療職員（病院看護師）

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　　９０．４

項目 内容

講ずる措置 　引き続き適切であるよう努めたい。

注：上記比較指標は，法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に，令和６年度
　　の教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　  ９６．７
・年齢・地域勘案　　　　　　　１００．７
・年齢・学歴勘案　　　　　　　　９６．８
・年齢・地域・学歴勘案　　　 １００．７
（参考）対他法人　　　　　　　　９８．３

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

給与水準の妥当性の
　検証

（法人の検証結果）
（法人の検証結果）
【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　25.6％】
（国からの財政支出額　　11,826百万円
　支出予算の総額　　46,211百万円（令和６年度予算）
【累積欠損額　　0円（令和５年度決算）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　42.4％】
（支出総額　46,529,814千円，
給与・報酬等支給総額　19,750,193千円：令和５年度決算）

【検証結果】
　対国家公務員（医療職（三））との給与水準（年額）の比較指標は100以下
であり，国からの財政支出額が100億円以上であるが，累積欠損額は０円で
ある。また，支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合も50％未満と
なっていることから，給与水準は適正なものとなっていると考える。

（文部科学大臣の検証結果）
　法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業
員の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、
国家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性につ
いて、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関
する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
　当該法人は、国家公務員の給与及び他の国立大学法人の給与等を総合
的に勘案したうえで、職員の給与水準を設定しており、法人における給与水
準の妥当性の検証結果から、適切な対応が執られていると考える。引き続
き、適切な給与水準の設定に努めていただきたい。



４　モデル給与

（扶養親族がいない場合）

【事務職員】

〇２２歳（大卒初任給）

月額 220,000 円 年額給与 3,299,000 円

〇３５歳（主任）

月額 293,400 円 年額給与 4,926,000 円

〇５０歳（課長）

月額 406,000 円 年額給与 6,986,000 円

【教育職員（大学教員）】

〇２５歳（修士課程修了初任給）

月額 283,700 円 年額給与 4,257,000 円

〇３５歳（准教授）

月額 414,900 円 年額給与 7,054,000 円

〇５０歳（教授）

月額 517,600 円 年額給与 8,918,000 円

※扶養親族がいる場合には，扶養手当（令和７年度:配偶者 3,000円，子１人につき 11,500円,

　令和８年度:配偶者0円，子１人につき 13,000円）を支給する。

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

〔能率，勤務成績が反映される給与の内容〕
給与種目

年俸制
適用職員
業績給

　本学が行う人事評価の結果に基づき，昇給・昇格・降格の実施及び勤勉手当（賞与）の増減
を行っている。

制度の内容

賞与：
勤勉手当
（査定分）

６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対し，
基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて，支給割合を
決定する。

業績給の額は，前年度における勤務を対象として，当該者の業績評価に基づき
決定する。

昇給
毎年１月１日前１年間のその者の勤務成績に応じ，４号俸（特定の幹部職員に
ついては３号俸）を標準にして号俸数を決定し，昇給させる。

   昇格・
   降格

昇格： 特に勤務成績が優秀で，かつ，本学が定める必要経験年数等を有して
　　　　いる者は，上位の職務の級に決定することができる。
降格： 勤務成績が不良な場合は，下位の級に決定することができる。

研修・
表彰・

特別の場
合の昇給

研修に参加し成績が特に良好な場合，業務成績の向上・能率増進・発明考案
等，職務上特に功績があったこと等により表彰等を受けた場合は，その業績に
応じて号俸数を決定し，昇給させる。



Ⅲ　総人件費について

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注2：「退職手当支給額」欄は，国の常勤職員に相当する法人の常勤職員に係る退職手当支給額

　　　を計上している。 

注3：「非常勤役職員等給与」においては，寄附金，受託研究費その他競争的資金等により雇用

　　　　　　 　される職員に係る費用及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため，財務諸表附属

　　　 明細書の「(15)役員及び教職員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しない。

注4：「福利厚生費」においては，法定外福利費を含んでいるため，財務諸表附属明細書の「(14)

　　　　　　  役員及び教職員の給与の明細」における法定福利費と一致しない。

総人件費について参考となる事項

注1：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

１．「給与，報酬等支給総額」，「最広義人件費」の対前年度比の増減要因
  「給与，報酬等支給総額」：国の常勤職員に相当する法人の常勤職員に係る給与，報酬等支給総額を
計上しているが，職員の計画的な採用人事や人事院勧告に伴う給与規程の改定などにより増（対前年度
比＋2.0％）となったと考える。
  「最広義人件費」：「給与，報酬等支給総額」の増（対前年度比：＋2.0％）及び給与規程の改定等によ
る「非常勤役職員等給与」の増（対前年度比：△4.7％），昨年度に定年引上げの対象となった者が退職
手当を支給されたことによる「退職手当支給額」の増（対前年度比：＋69.6％）
により，結果的に4.4％の増となったものと思われる。

２．退職手当について
　「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定）に基づき，平成30年
3月から以下の措置を講ずることとした。
　役職員の退職手当について，調整率を「87/100」から「83.7/100」への引き下げを実施した。
　なお，本学における規程整備の関係上，措置の開始時期は，国家公務員に係る措置時期（平成30年
1月1日）と異なる取扱いとした。

最広義人件費
20,954,623 20,694,369 21,618,532

福利厚生費
2,570,521 2,604,596 2,651,513

905,503 514,039 872,155

非常勤役職員等給与
5,919,403 5,730,240 6,002,792

退職手当支給額

区　　分

給与、報酬等支給総額
11,559,193 11,845,493 12,092,071



Ⅳ　定年制度及び60歳以上の職員の給与制度

Ⅴ　その他

特になし。

職員の定年は，満60歳としている。ただし，教授，准教授，講師，助教，
助手，研究専任教授，研究専任准教授及び研究専任助教について
は，満65歳としている。満60歳を定年と規定する職員のうち，定年引上
げを決定された者については，その定年を満65歳としている。

(1)定年引上げ職員の基本給月額…特定日（職員が満60歳となった日
以後における最初の4月1日をいう。）の前日に当該職員に適用される基
本給月額に100分の70を乗じて得た額としている。
（2）定年引上げ職員の基本給の調整額…特定日の前日に適用される
調整基本額に100分の70を乗じて得た額としている。
（3）定年引き上げ職員に係る地域手当，広域異動手当，特地勤務手
当，超過勤務手当，休日手当，夜勤手当及び教職調整額の額…基本
給月額および基本給の調整額により決定された月額を基礎として算定
した額としている。


